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論文式試験問題集 
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［行政法］ 

Ａ県では，平成２８年８月２０日，Ａ県Ｂ町内のＣ地区を都市計画区域として指定し，同地区

において，防災上の必要及び宅地利用の増進を目的として，Ｃ地区内の土地について，都市計画

法（以下「都計法」という。）１８条１項に基づき土地区画整理事業（以下「本件事業」という。）

を実施する旨の都市計画を決定し（以下「本件決定①」という。），告示された。その後，所定の

手続を経て，Ｂ町は，Ａ県から本件事業の認可を受けて，令和３年９月１４日，土地区画整理法

（以下「整理法」という。）５２条１項に基づき，本件事業の事業計画を決定した（以下「本件決

定②」という。）。 

本件決定①に先立って，Ａ県，Ｂ町及びＣ地区の総人口予測や交差点解析，将来交通量とそれ

に伴う道路拡幅の必要性等につき，都計法６条１項に基づく基礎調査（以下「本件調査」という。）

がなされた。しかし，マスメディアの取材及び報道により，上記総人口予測等の各調査内容につ

いては，合理的な計算根拠に乏しく数値が過大に設定されているなど，客観的・実証的な基礎調

査の結果とはいえなかったことが判明した。 

Ｄは，Ｃ地区内に土地を所有する者である。Ｄは，報道を見て，ずさんな本件調査に基づく本

件事業により，自身の土地所有権が違法に侵害されるのではないかと憂い，令和３年１１月１４日，

本件決定②を対象として，行政事件訴訟法（以下「行訴法」という。）３条２項の取消訴訟（以下

「本件訴訟」という。）を提起することとした。 

以上を前提として，以下の設問に答えなさい。 

なお，関係法令として都計法及び整理法の抜粋を【資料】として掲げるので，適宜参照しなさい。 
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〔設問１〕 

本件訴訟において，Ｄに原告適格（行訴法９条１項）が認められるか。本件決定②の法効果に

着目して，行訴法９条２項を適用するまでもなく，Ｄは自己の権利を必然的に侵害される者に当

たるか，Ｄの立場から簡潔に論じなさい。その他の訴訟要件については検討しなくてよい。 

 

〔設問２〕 

Ｄは，本件訴訟において，本件決定①の違法性を本件決定②の違法性として主張できるか，Ｂ町

の反論を踏まえて検討しなさい。検討に際しては，まず，(1)本件調査の違法性が本件決定①の違

法性に影響するかを論じ，次に，(2)本件決定①が処分性（行政事件訴訟法３条２項）を有するか

否か検討したうえで，本件決定①の違法性と本件決定②の違法性の関係性を論じなさい。 

なお，解答に当たっては，本件訴訟の訴訟要件を満たすこと，本件調査の結果が都計法の趣旨

に反し違法であること，本件決定①及び本件決定②に固有の瑕疵がないことを前提にしなさい。

主張制限（行訴法１０条１項）は論じなくてよい。 

 

〔設問３〕 

上記事情と異なり，本件調査の客観性・実証性に誤りはなかったが，以前から本件事業につき

周辺住民の反対運動が激化し，平成３０年１１月４日に行われた県知事選挙及び県議会議員選挙

において，Ａ県知事Ｅが，本件事業の反対派のＦに敗れ，Ｆが新たにＡ県知事に就任した。Ｆは，

基礎調査の結果，Ｃ地区のうち，Ｇ駅前については区画整理の必要性に疑義があるとして，Ｇ駅

前の土地の区画整理を実施しない旨，都市計画を変更した（以下「本件変更」という。）。 

Ｅは，Ａ県知事に就任していた際，誘致施策の一環として，株式会社Ｈに対し，本件事業の実

施を前提にＧ駅前に大規模商業施設の建設を勧誘し，当該建設につき全面協力する旨言明してい

た。Ｈは，これらを受けて，本件決定①の都市計画が存続することを前提に，工事機械設備の発

注と建築計画の策定に相当の資本を投下していた。なお，Ａ県とＨの契約上，本件事業の維持を

内容とする条項は設けられていなかった。 

Ｈは，上記選挙の結果及び本件変更を受け，今後Ａ県の協力が得られなくなったとして，商業

施設の建設を断念し，このことによって生じた莫大な損害の賠償を求めＡ県を被告として民法７０９

条の損害賠償請求訴訟を提訴した。 

この場合に，本件変更は違法と言えるか。想定されるＡ県の反論を踏まえ，違法性の有無に絞

って検討しなさい。 
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【資料】 

○ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）（抜粋） 

（都市計画に関する基礎調査） 

第６条 都道府県は，都市計画区域について，（中略）都市計画に関する基礎調査として，（中略）

人口規模，産業分類別の就業人口の規模，市街地の面積，土地利用，交通量（中略）に関する

現況及び将来の見通しについての調査を行うものとする。 

２～５ （略） 

（市街地開発事業） 

第１２条 都市計画区域については，都市計画に，次に掲げる事業を定めることができる。 

一 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）による土地区画整理事業 

二～四 （略） 

２ 市街地開発事業については，都市計画に，市街地開発事業の（中略）施行区域を定める（略）。 

３～６ （略） 

（都市計画基準） 

第１３条 都市計画区域について定められる都市計画（中略）は，当該都市の特質を考慮して，

次に掲げるところに従つて，（中略）一体的かつ総合的に定めなければならない（略）。 

一～十八 （略） 

十九 （略）第６条第１項の規定による都市計画に関する基礎調査の結果（略）。 

２～６ （略） 

（都道府県の都市計画の決定） 

第１８条 都道府県は，（中略）都市計画を決定するものとする。 

２～４ （略） 

（都市計画の告示等） 

第２０条 都道府県（中略）は，都市計画を決定したときは，その旨を告示し（中略）なければ

ならない。 

２・３ （略） 

（都市計画の変更） 

第２１条 都道府県（中略）は，（中略）都市計画を変更する必要が生じたときは，遅滞なく，当

該都市計画を変更しなければならない。 

２ （略） 

（建築の許可） 

第５３条 （略）市街地開発事業の施行区域内において建築物の建築をしようとする者は，（中略）

都道府県知事等の許可を受けなければならない。 

２・３ （略） 

 

○ 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）（抜粋） 

（事業計画） 

第６条 １～９ （略） 

１０ 事業計画は，（中略）土地区画整理事業に関する都市計画が定められている場合においては，

その都市計画に適合して定めなければならない。 

１１ （略） 

（施行規程及び事業計画の決定） 

第５２条 市町村は，（中略）土地区画整理事業を施行しようとする場合においては，（中略）事

業計画を定めなければならない（略）。 

２ （略） 
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（建築行為等の制限） 

第７６条 次に掲げる公告があつた日後，（中略）施行地区内において，土地区画整理事業の施行

の障害となるおそれがある土地の形質の変更若しくは建築物その他の工作物の新築，改築若し

くは増築を行い，又は政令で定める移動の容易でない物件の設置若しくは堆積を行おうとする

者は，（中略）都道府県知事（中略）の許可を受けなければならない。 

一～三 （略） 

四 市町村（中略）が（中略）施行する土地区画整理事業にあつては，事業計画の決定の公告（略） 

五 （略） 

２・３ （略） 

４ （略）都道府県知事等は，第１項の規定に違反（中略）した者がある場合においては，これ

らの者（中略）に対して，相当の期限を定めて，土地区画整理事業の施行に対する障害を排除

するため必要な限度において，当該土地の原状回復を命じ，又は当該建築物その他の工作物若

しくは物件の移転若しくは除却を命ずることができる。 

５ （略） 

（換地処分） 

第１０３条 （略） 

２ 換地処分は，換地計画に係る区域の全部について土地区画整理事業の工事が完了した後にお

いて，遅滞なく，しなければならない。 

３～６ （略） 

第１４０条 第７６条第４項の規定による命令に違反して土地の原状回復をせず，又は建築物そ

の他の工作物若しくは物件を移転し，若しくは除却しなかつた者は，６月以下の懲役又は２０

万円以下の罰金に処する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2021 年 11 月 14 日 

担当：弁護士 山下大輔 
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第１ 設問１ 

１ 「法律上の利益を有する者」(行訴法９条１項)とは，基準の明確性の観

点から，権利若しくは法律上保護された利益を侵害され又は必然的に侵害

される者をいう。 

２ 土地区画整理事業の計画決定（整理法５２条１項）が公告されると，施

行地区内において同事業の施行の障害となるおそれがある土地の形質変更

等を行おうとする者は，知事の許可を受けなければならず（同法７６条１

項４号），同知事は，違反者等に対し，当該土地の原状回復等を命ずること

ができ（同条４項），命令違反者に対しては行政刑罰が科される（同法１４０

条)。そして，同計画決定が一旦なされると，特段の事情のない限り，その

決定に従って具体的な事業がそのまま進められ，その後の手続として，施

行地区内の宅地について換地処分(同法１０３条２項)が当然に行われる。

上記建築行為等の制限は，このような具体的な事業の施行の障害となるお

それのある事態が生ずることを防ぐために法的強制力を伴って設けられて

いる。 

そのため，施行地区内の宅地の地権者は，事業計画決定がされることに

よって，上記規制を伴う土地区画整理事業の手続に従い換地処分を受ける

べき地位に立たされることとなり，事業計画決定の法的効果により権利の

制限を必然的に受けることになるから，事業計画決定の取消しを求める原

告適格を有する。 

３ Ｄは，本件事業の施行地区内の宅地の地権者であるから，本件決定②に

より換地処分を受けるべき地位に立たされ，土地所有権を必然的に侵害さ

れるおそれのある者である。したがって，Ｄは，「法律上の利益を有する者」

として，本件訴訟の原告適格を有する。 

第２ 設問２ 

１ 本件訴訟において，本件決定②の違法性を主張するためには，本件調査

の違法性により本件決定①が違法となり，かつ，本件訴訟において本件決

定①の違法性を主張することが考えられる。 

２ 本件決定①の違法性 

Ｂ町としては，本件調査のような行政調査と本件決定①のような行政行

為はあくまで別の制度であり，行政調査の瑕疵は行政行為の効力に影響を

及ぼさないと反論することが考えられる。 

しかし，知事は都市計画区域の人口規模等に関する現況等の調査を行い

(都計法６条１項)，当該調査結果に従い都市計画を決定する（同法１３条

１項１９号）。これら規定の趣旨は，知事が都市計画決定に際し調査結果を

十分に考慮することで，必要性・実効性ある都市計画・都市事業を実施す

ることにある。そのため，先行する調査に客観性・実証性を欠く瑕疵があ

る場合，それに基づく都市計画決定も上記各規定の趣旨に反する瑕疵があ

ることになり，違法となる。 

本件調査は客観性・実証性を欠く瑕疵があるから，違法な本件調査に従

ってなされた本件決定①も都計法の趣旨に反し違法となる。 

３ 本件決定②の違法性 

（１）では，本件訴訟において本件決定①の違法性を主張できるか。違法性の

承継論との関係で，本件決定①の「処分」(行訴法３条２項)性が問題となる。 
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（２）「処分」とは，①公権力の主体たる国又は公共団体の行う行為のうち②

直接国民の権利義務を形成し又はその範囲を確定することが法律上認めら

れているものをいい，権利利益の実効的救済の観点を考慮して判断する。 

Ｄとしては，本件決定①により本件事業の施行区域が定められると(都

計法１２条２項)，同区域内では建築行為が許可制として制限される(同法

５３条１項)ことを根拠に，Ｄに対する個別具体的な権利制限の法的効果

が生じていると主張することが考えられる。これに対し，Ｂ町としては，

このような制限は一般的抽象的なものに過ぎないと反論することが考えら

れる。 

上記のような制限は，同区域内の不特定多数の者に対する制限に過ぎな

いし，権利利益の実効的救済の観点からも，建築不許可処分がなされた際

に争うことで足りるため，許可制の制限は一般的抽象的な制限に過ぎない

と考えられる。したがって，本件決定①の段階では，法令が制定された場

合と同様，国民に対する個別具体的な権利制限効を有さず，②の要件を満

たさない。 

よって，本件決定①は「処分」に当たらない。 

（３）以上より，本件決定①の「処分」性を前提とする違法性の承継論は問

題とならない。そして，本件決定②は，本件決定①を前提として定められ

るものであるから(整理法５２条１項・６条１０項)，本件決定①の違法性

は，当然に本件決定②の違法性として主張できる。 

第３ 設問３ 

１ Ａ県が決定した計画につき，後のＥからＦへの政権交代を機になされた

本件変更は違法となるか。 

２ Ａ県としては，行政計画は時の経過や状況の変化により柔軟な変更の可

能性を孕んでおり，都計法上も変更を想定している(同法２１条１項)ため，

計画を信頼した者が計画の変更により損害を被っても，計画主体は賠償責

任を負わないと反論することが考えられる。 

３ しかし，行政主体が特定の者に個別具体的な勧誘を行い，勧誘を受けた

者が当該計画の相当長期にわたる存続を信頼し投資した場合，かかる信頼

は信義衝平の原則に照らし法的保護に値する。そのため，計画変更により，

勧誘を受けた者が社会観念上看過することのできない程度の積極的損害を

被る場合，当事者間に形成された信頼関係を不当に破壊するものとして，

当該変更は違法となると解する。 

４ 本件では，Ｅは，Ｈに対し，本件事業の実施を前提に大規模商業施設の

建設を勧誘し，当該建設につき全面協力する旨言明していたのであるから，

個別具体的な勧誘があった。またかかる勧誘を受けて，Ｈは，本件決定②

の存続を信頼して工事機械設備の発注と建築計画の策定に相当の資本を投

下している。これらのことから，Ｅの本件決定に対する信頼は，法的保護

に値し，本件変更により莫大な損害を被っているため，Ｈとの信頼関係を

不当に破壊する。 

よって，本件変更は違法となる。 

以 上  
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2021年11月14日 

担当：弁護士 山下大輔 



受講者番号

小計 配点 得点

設問１（原告適格） (11)

「法律上の利益を有する者」の定義を挙げることができている。 1

都計法上の各規制を挙げることができている。 3

本件決定②と換地処分の関係性を論じることができている。 3

本件決定②の法的効果を正確に分析できている。 3

当てはめ・結論を端的に論じることができている。 1

設問２（処分性と実体違法） (19)

本件決定①の違法性を論じる実益を示せている。 1

調査の瑕疵が行政行為の効力に影響を及ぼさないという原則を示せている。 2

都計法上の調査と都市計画の関係性を示せている。 2

調査の瑕疵により都市計画が違法となる場合を論じることができている。 4

本件決定①の処分性を論じる実益・処分性の定義を示すことができている。 3

本件決定①により建築行為が許可制として制限されることを示せている。 2

建築制限の一般性・抽象性を論じることができている。 3

本件決定①と本件決定②の関係性を論じて結論を示せている。 2

設問３（計画担保責任） (10)

行政計画の性質と都計法上の計画変更規定を挙げることができている。 2

計画主体は計画担保責任を負わないという原則を示せている。 2

例外的に計画担保責任を肯定できる場合を規範として示せている。 4

本問の具体的事情を正確に当てはめることができている。 2

裁量点 (10)

合　計 (50)

予備試験答案練習会（第１回行政法）採点基準表

 2021年11月14日 担当：弁護士　山下大輔
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行政法 解説レジュメ 

 

第１．出題の趣旨 

 

行政法は，例年，受験生になじみのない法令をもとに，訴訟選択，訴訟要件，実体違法，手続違法

等を幅広く問われる傾向にある。特に，平成２６年度以降は，設問１で訴訟要件が問われ，設問２で

処分の違法性が問われており，相当程度確立した傾向といえる1。 

問題文については，本試験のような会議録等もなく，個別法の条文の掲載も多くなく，本試験に比

べて全体的な分量は少ない。ただし，会議録等の誘導がないということは，自身で法律構成や論点を

考える必要があり，その点での難しさがあるといえる。また，主張反論形式が続いており，本試験同

様，高い答案構成能力が試されている。もっとも，設問の形式につき，近年は，「処分性の有無に絞

り」（平成２７年度設問１），「手続上の違法性と実体上の違法性に分けて」（平成２８年度設問２），

「Ｂは，本件取消訴訟２において，本件不許可処分の違法事由として，基準１が条例に反して無効で

ある旨を主張したい。この点につき，Ｂがすべき主張を検討しなさい。」（令和元年度設問２）などの

ように，検討対象が明らかになっているため，そもそも何を検討すればよいか，と悩まなくてよい形

式となっている。なお，素材としては，重判や百選判例のみならず，最新の地裁判決等からも出題さ

れる傾向にあり，とくに令和２年度は行政契約の限界，令和３年度は附款の争訟方法が出題されるな

ど，行政法総論の細かい知識が重視されている（但し，現場思考で比較的容易に解答できる。）。 

上記の出題傾向及び本試験の出題傾向に鑑み，近年の裁判例を素材に，行政法総論の知識を前提と

し，設問１で訴訟要件の問題，設問２で訴訟要件・処分の実体違法を問う問題，設問３で行政法総論

プロパーの問題を出題し，設問２及び設問３で主張反論形式とした。また検討対象は極力明確になる

ようにした。 

全体しては，行政計画がテーマである。本試験では平成２４年度，令和２年度に出題されており，

非常に重要な分野であることは間違いないが，予備試験では未だ出題されておらず，出題可能性が高

いといえる2。 

設問１では，原告適格の問題を出題した。令和２年度も，令和３年度も，本試験・予備試験いずれ

も処分性の問題が出題されており，来年度は原告適格の問題が出題される可能性は高い。但し，今回

は行政計画特有の問題として，行訴法９条２項を適用するまでもなく判断できる問題となっている。 

設問２では，複数行政行為が絡む実体違法について，とにかく受験生が苦手なため，違法性の承継

論との区別も踏まえて検討できる問題とした。 

なお，上記のとおり過去問では設問は２つしかないため，設問３は出題傾向に合致しない上，問題

処理量が過去問よりは多くなる。しかし，この機会に訴訟要件のみならず行政法総論の知識として行

政計画を勉強して頂きたい。 

 

 

第２．総論 行政計画 

 

（１）意義 

行政機関が達成すべき目標を定め，かつ，目標を実現するために必要とされる諸手段を総

合的に定めたもの。…①目標設定，②手段の総合性が重要な要素となる。 

 

 
1 平成２９年度は逆の順序で違法性と訴訟要件が問われている。 
2 但し，昭和５７年判決の射程が問題となった事例として，平成２７年度予備試験がある。 
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（２）分類 

・非完結型：土地区画整理事業を内容とする都市計画決定のように，計画決定後に特定の

事業を施行することを予定している計画。 

・完 結 型：用途地域の指定を内容とする都市計画決定のように，一般的な建築制限効果

をもたらすこと自体を目的とし，計画決定後に特定の事業を施行することを

予定していない計画。 

 

（３）行政計画の処分性について 

ア 問題の所在 

行政計画は，一定の期間，地域を対象に設定されるものであり，当該期間・地域内の不

特定多数の者に対する行政計画自体による影響も，抽象的かつ緩やかであることが多い。

そこで，行政計画は，法令の制定行為3と同様，一般的・抽象的な法効果しか生じず，特定

の国民に対する個別具体的な法的効果がないとして，処分性が否定されるのではないか。 

イ 処分性について 

「処分」（行訴法３条２項）とは，公権力の主体たる国又は公共団体の行う行為のうち，

直接国民の権利義務を形成し又はその範囲を確定することが法律上認められているもの

をいい，その判断に際しては，紛争の成熟性や権利利益の実効的救済の観点を加味して

判断する。 

ウ 判例の考え方（別紙行政計画チャートも参照） 

 

〇非完結型 
・最大判昭和４１年判決 
土地区画整理事業（策定） － 公告             換地処分 
－計画書に地番等の図面添付。 …施行地区内の土地の形質   …具体的な処分。 
→現時点では特定個人に向   変更等が制限される。     →この段階で訴訟に 

  けられたものではない。   →公告に伴う附随的な効果。    よる救済可能。 
 

・最大判平成２０年判決 
土地区画整理事業（策定） － 公告             換地処分 
…特定個人に向けられたも   …公告に伴う附随的な効果。  …訴訟による救済可能。 
のではない。         →規制を伴う事業の手続に   →事情判決がなされ 
→一定の範囲で予測可能。    従って換地処分を受ける     なされるおそれ。 

べき地位に立たされる。 
 

・最判平成４年判決 
（都市再開発法）市街地再開発事業計画 － 公告…土地の対価払い又は譲受けの選 

択を余儀なくされる。 
               (みなし規定)  

（土地収用法）             事業認定                    土地収用 
…自己の所有地等が収用され 
るべき地位に立たされる。 

 

 
3 条例制定行為の処分性につき，最判平成 18 年 7 月 14 日(行政判例百選Ⅱ[第 7 版]155 事件)，最判平成 21 年

11月 26日判決(行政判例百選Ⅱ[第7版]204事件)参照。 
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 重要判例  最大判昭和41年 2月 23日  

土地区画整理事業計画（中略）は，もともと， 土地区画整理事業に関する一連の手続の

一環をなすものであつて，事業計画そのものとしては，単に，その施行地区（中略）を特定

し，それに含まれる宅地の地積，保留地の予定地積，公共施設等の設置場所（中略）等，当

該土地区画整理事業の基礎的事項（中略）について，（中略）長期的見通しのもとに，健全

な市街地の造成を目的とする高度の行政的・技術的裁量によつて，一般的・抽象的に決定す

るものである。従つて，事業計画は，その計画書に添付される設計図面に各宅地の地番，形

状等が表示されることになつているとはいえ，特定個人に向けられた具体的な処分とは著し

く趣きを異にし，事業計画自体ではその遂行によつて利害関係者の権利にどのような変動を

及ぼすかが，必ずしも具体的に確定されているわけではなく，いわば当該土地区画整理事業

の青写真たる性質を有するにすぎない（略）。 
（略）もつとも，当該事業計画が法律の定めるところにより公告されると，爾後，施行地区

内において宅地，建物等を所有する者は，土地の形質の変更，建物等の新築，改築，増築等

につき一定の制限を受け（法７６条１項参照）（中略）る。しかし，これは，当該事業計画の

円滑な遂行に対する障害を除去するための必要に基づき，法律が特に付与した公告に伴う附

随的な効果にとどまるものであつて，事業計画の決定ないし公告そのものの効果として発生

する権利制限とはいえない。それ故，事業計画は，それが公告された段階においても，直接，

特定個人に向けられた具体的な処分ではなく，また，宅地・建物の所有者又は賃借人等の有

する権利に対し，具体的な変動を与える行政処分ではない（略）。 
もつとも，事業計画は，一連の土地区画整理事業手続の根幹をなすものであり，その後の

手続の進展に伴つて，仮換地の指定処分，建物の移転・除却命令等の具体的処分が行なわれ，

これらの処分によつて具体的な権利侵害を生ずることはありうる。しかし，（中略）右事業

計画の決定ないし公告の段階で，その取消又は無効確認を求める訴えの提起を許さなけれ

ば，利害関係者の権利保護に欠けるところがあるとはいい難く，そのような訴えは，抗告訴

訟を中心とするわが国の行政訴訟制度のもとにおいては，争訟の成熟性ないし具体的事件性

を欠く（略）。 
そもそも，（中略）一連の手続のあらゆる段階で訴えの提起を認めなければ，裁判を受け

る権利を奪うことになるものとはいえない。右に説示したように，事業計画の決定ないし公

告の段階で訴えの提起が許されないからといつて，土地区画整理事業によつて生じた権利侵

害に対する救済手段が一切閉ざされてしまうわけではない。すなわち，（中略）当該行政庁

が換地計画の実施の一環として，仮換地の指定又は換地処分を行なつた場合において，その

違法を主張する者は，これらの具体的処分の取消（又は無効確認）を訴求することができる。

これらの救済手段によつて，具体的な権利侵害に対する救済の目的は，十分に達成すること

ができるのである（略）。 
されば，土地区画整理事業計画の決定は，（中略），無効確認訴訟の対象とはなし得ない（略）。 
 

 重要判例  最大判平成20年 9月 10日(行政判例百選Ⅱ[第7版]152事件)4 

市町村は，土地区画整理事業を施行しようとする場合においては，施行規程及び事業計画

を定めなければならず（法５２条１項），事業計画が定められた場合においては，市町村長

は，遅滞なく，施行者の名称，事業施行期間，施行地区その他国土交通省令で定める事項を

公告しなければならない（法５５条９項）。そして，この公告がされると，換地処分の公告

がある日まで，施行地区内において，土地区画整理事業の施行の障害となるおそれがある土

 
4 同判例の射程につき，平成２４年度本試験。 
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地の形質の変更若しくは建築物その他の工作物の新築，改築若しくは増築を行い，又は政令

で定める移動の容易でない物件の設置若しくはたい積を行おうとする者は，都道府県知事の

許可を受けなければならず（法７６条１項），これに違反した者がある場合には，都道府県

知事は，当該違反者又はその承継者に対し，当該土地の原状回復等を命ずることができ（同

条４項），この命令に違反した者に対しては刑罰が科される（法１４０条）（略）。 
また，土地区画整理事業の（中略）事業計画において定める設計の概要については，設計

説明書及び設計図を作成して定めなければならず，このうち，設計説明書には，事業施行後

における施行地区内の宅地の地積（中略）の合計の事業施行前における施行地区内の宅地の

地積の合計に対する割合が記載され（中略），設計図（中略）には，事業施行後における施

行地区内の公共施設等の位置及び形状が，事業施行により新設され又は変更される部分と既

設のもので変更されない部分とに区別して表示されることから（中略），事業計画が決定さ

れると，当該土地区画整理事業の施行によって施行地区内の宅地所有者等の権利にいかなる

影響が及ぶかについて，一定の限度で具体的に予測することが可能になるのである。そして，

土地区画整理事業の事業計画については，いったんその決定がされると，特段の事情のない

限り，その事業計画に定められたところに従って具体的な事業がそのまま進められ，その後

の手続として，施行地区内の宅地について換地処分が当然に行われることになる。前記の建

築行為等の制限は，このような事業計画の決定に基づく具体的な事業の施行の障害となるお

それのある事態が生ずることを防ぐために法的強制力を伴って設けられているのであり，し

かも，施行地区内の宅地所有者等は，換地処分の公告がある日まで，その制限を継続的に課

され続けるのである。 
そうすると，施行地区内の宅地所有者等は，事業計画の決定がされることによって，前記

のような規制を伴う土地区画整理事業の手続に従って換地処分を受けるべき地位に立たさ

れるものということができ，その意味で，その法的地位に直接的な影響が生ずるものという

べきであり，事業計画の決定に伴う法的効果が一般的，抽象的なものにすぎないということ

はできない。 
もとより，換地処分を受けた宅地所有者等やその前に仮換地の指定を受けた宅地所有者等

は，当該換地処分等を対象として取消訴訟を提起することができるが，換地処分等がされた

段階では，実際上，既に工事等も進ちょくし，換地計画も具体的に定められるなどしており，

その時点で事業計画の違法を理由として当該換地処分等を取り消した場合には，事業全体に

著しい混乱をもたらすことになりかねない。それゆえ，換地処分等の取消訴訟において，宅

地所有者等が事業計画の違法を主張し，その主張が認められたとしても，当該換地処分等を

取り消すことは公共の福祉に適合しないとして事情判決（行政事件訴訟法３１条１項）がさ

れる可能性が相当程度あるのであり，換地処分等がされた段階でこれを対象として取消訴訟

を提起することができるとしても，宅地所有者等の被る権利侵害に対する救済が十分に果た

されるとはいい難い。そうすると，事業計画の適否が争われる場合，実効的な権利救済を図

るためには，事業計画の決定がされた段階で，これを対象とした取消訴訟の提起を認めるこ

とに合理性があるというべきである。 
以上によれば，（中略）土地区画整理事業の事業計画の決定は，施行地区内の宅地所有者

等の法的地位に変動をもたらすものであって，抗告訴訟の対象とするに足りる法的効果を有

するものということができ，実効的な権利救済を図るという観点から見ても，これを対象と

した抗告訴訟の提起を認めるのが合理的である。したがって，上記事業計画の決定は，行政

事件訴訟法３条２項にいう「行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為」に当たる（略）。 
これと異なる趣旨をいう最高裁昭和（中略）４１年２月２３日大法廷判決（中略）は，（中

略）変更すべきである。 
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 参考判例  最判平成4年11月 6日 

（略）都市再開発法５１条１項，５４条１項は，市町村が，第二種市街地再開発事業を施行

しようとするときは，設計の概要について都道府県知事の認可を受けて事業計画（以下「再

開発事業計画」という。）を決定し，これを公告しなければならないものとしている。そし

て，第二種市街地再開発事業については，土地収用法３条各号の一に規定する事業に該当す

るものとみなして同法の規定を適用するものとし（都市再開発法６条１項，都市計画法６９

条），（中略）再開発事業計画の決定の公告をもって同法２６条１項の規定による事業の認定

の告示とみなすものとしている（都市再開発法６条４項，同法施行令１条の６，都市計画法

７０条１項）。したがって，再開発事業計画の決定は，その公告の日から，土地収用法上の

事業の認定と同一の法律効果を生ずるものであるから（同法２６条４項），市町村は，右決

定の公告により，同法に基づく収用権限を取得するとともに，その結果として，施行地区内

の土地の所有者等は，特段の事情のない限り，自己の所有地等が収用されるべき地位に立た

されることとなる。しかも，この場合，都市再開発法上，施行地区内の宅地の所有者等は，

契約又は収用により施行者（市町村）に取得される当該宅地等につき，公告があった日から

起算して３０日以内に，その対償の払渡しを受けることとするか又はこれに代えて建築施設

の部分の譲受け希望の申出をするかの選択を余儀なくされる（略）。  
そうであるとすると，公告された再開発事業計画の決定は，施行地区内の土地の所有者等

の法的地位に直接的な影響を及ぼすものであって，抗告訴訟の対象となる行政処分に当たる

（略）。 
 

○完結編 

 

 重要判例  最判昭和57年 4月 22日(行政判例百選Ⅱ[第7版]153事件)5 

都市計画区域内において工業地域を指定する決定は，都市計画法８条１項１号に基づき都

市計画決定の一つとしてされるものであり，右決定が告示されて効力を生ずると，当該地域

内においては，建築物の用途，容積率，建ぺい率等につき従前と異なる基準が適用され（建

築基準法４８条７項，５２条１項３号，５３条１項２号等），これらの基準に適合しない建

築物については，建築確認を受けることができず，ひいてその建築等をすることができない

こととなるから（同法６条４項，５項），右決定が，当該地域内の土地所有者等に建築基準

法上新たな制約を課し，その限度で一定の法状態の変動を生ぜしめるものであることは否定

できないが，かかる効果は，あたかも新たに右のような制約を課する法令が制定された場合

におけると同様の当該地域内の不特定多数の者に対する一般的抽象的なそれにすぎず，この

ような効果を生ずるということだけから直ちに右地域内の個人に対する具体的な権利侵害

を伴う処分があつたものとして，これに対する抗告訴訟を肯定することはできない。もつと

も，右のような法状態の変動に伴い将来における土地の利用計画が事実上制約されたり，地

価や土地環境に影響が生ずる等の事態の発生も予想されるが，これらの事由は未だ右の結論

を左右するに足りるものではない。なお，右地域内の土地上に現実に前記のような建築の制

限を超える建物の建築をしようとしてそれが妨げられている者が存する場合には，その者は

現実に自己の土地利用上の権利を侵害されているということができるが，この場合右の者は

右建築の実現を阻止する行政庁の具体的処分をとらえ，前記の地域指定が違法であることを

主張して右処分の取消を求めることにより権利救済の目的を達する途が残されていると解

されるから，前記のような解釈をとつても格別の不都合は生じない（略）。 

 
5 同判例の射程につき，令和２年度本試験・平成２７年度予備試験。 
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第３．設問１ 原告適格 

 

（１）問題の所在 

行政計画の処分性を肯定できる場合，処分の名宛人は誰になるのか，どの範囲の者に原告

適格が認められるか。 

 

（２）意義 

「取消しを求めるにつき法律上の利益を有する者」(行訴法９条１項) 

…処分により自己の権利若しくは法律上保護された利益を侵害され又は必然的に侵害され

るおそれのある者(法律上保護された利益説)。∵基準の明確性。 

 

（３）類型 

→①権利を侵害され又は必然的に侵害される者 

・処分の名宛人 

・処分の名宛人でなくとも，処分の法的効果によって直接権利を侵害される者6 

⇒行訴法９条２項を適用するまでもなく，当然に原告適格が認められる。 

 ②法律上保護された利益を侵害され又は必然的に侵害される者 

  ・処分の名宛人でない第三者 

  ⇒行訴法９条２項を適用し，個別的利益として保護されているか検討する。 

 

（４）本問について 

行政計画については，処分の名宛人が個別具体的に特定されていないので，Ｄが処分の名

宛人でなくとも，処分の法的効果によって直接権利を侵害される者に当たるかを個別に検討

することとなる。その際，処分性の判例として有名な最大判平成２０年判決を参考に，本件決

定②によりＤの権利が直接侵害されているか検討する必要がある。 

 

 

第４．設問２ 処分性と実体違法 

 

（１）本件決定①の違法性  

ア 問題の所在 

 本件では基礎調査に客観性・実証性を欠く瑕疵があり，違法である。では，行政調査の

違法性が，後行する都市計画決定の違法事由となるか 
7。 

イ 行政調査の瑕疵の効果（一般論） 

・否定説…行政調査と行政行為は別の制度であり，調査手続の瑕疵は行政行為の効力

に影響を及ぼさない。 

・肯定説…行政調査を全く怠ったときや重大な手続的瑕疵ある場合は，行政行為の瑕

疵となる。∵適正手続（憲法３１条）。8 

  

 
6 行政計画以外の例として，最判平成２５年７月１２日(平成２５年度重要判例解説行政法３事件)参照。 
7 行政調査は継続的性質を有しない事実行為であり，「その他公権力の行使に当たる行為」としての「処分」(行

訴法３条２項)性を有しないから，違法性の承継論を用いることはできない。 
8 平成２０年度本試験 
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ウ 都市計画決定を違法とする審査手法 

 上記の一般論をそのまま用いるというより，下記平成１８年判決のとおり，都市計画

決定に裁量を認め，他事考慮等の審査基準を用いて，裁量の逸脱濫用がある場合に違法

とすることも考えられる。他方で，下記平成１７年判決のとおり，本件では，基礎調査

（都計法６条１項）の結果に従い都市計画を決定する（同１３条１項１９号）という法の

仕組み上，都市計画の前提となる基礎調査に瑕疵があり違法となる場合は，それに続く

本件決定①も違法になると考えることができる。 

 

 重要判例  最判平成18年 11月 2日(行政判例百選Ⅰ[第7版]75事件)  

都市計画法は，都市計画について，健康で文化的な都市生活及び機能的な都市活動を確保

すべきこと等の基本理念の下で（２条），都市施設の整備に関する事項で当該都市の健全な発

展と秩序ある整備を図るため必要なものを一体的かつ総合的に定めなければならず，（中

略），都市施設について，土地利用，交通等の現状及び将来の見通しを勘案して，適切な規模

で必要な位置に配置することにより，円滑な都市活動を確保し，良好な都市環境を保持する

ように定めることとしているところ（同項５号），このような基準に従って都市施設の規模，

配置等に関する事項を定めるに当たっては，当該都市施設に関する諸般の事情を総合的に考

慮した上で，政策的，技術的な見地から判断することが不可欠である（略）。そうすると，こ

のような判断は，これを決定する行政庁の広範な裁量にゆだねられているというべきであっ

て，裁判所が都市施設に関する都市計画の決定又は変更の内容の適否を審査するに当たって

は，当該決定又は変更が裁量権の行使としてされたことを前提として，その基礎とされた重

要な事実に誤認があること等により重要な事実の基礎を欠くこととなる場合，又は，事実に

対する評価が明らかに合理性を欠くこと，判断の過程において考慮すべき事情を考慮しない

こと等によりその内容が社会通念に照らし著しく妥当性を欠くものと認められる場合に限

り，裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したものとして違法となる（略）。 
 

 素材判例  東京高裁平成17年 10月 20日判決  

（略）知事は，都市計画を決定するについて一定の裁量を有するものといい得るが，その裁

量は都市計画法第１３条第１項各号の定める基準に従って行使されなければならないので

あり，これを都市施設を都市計画に定めるについていうならば，同項第６号の定める基準に

従い，土地利用，交通等の現状及び将来の見通しを勘案して適切な規模で必要な位置に配置

されるように定めることを要するのであり，しかも，この基準を適用するについては，同項

第１４号により法第６条第１項の規定による都市計画に関する基礎調査の結果に基づくこ

とを要するのであって（都市計画法第１３条第１項第１４号），客観的，実証的な基礎調査の

結果に基づいて土地利用，交通等につき現状が正しく認識され，将来が的確に見通されるこ

となく都市計画が決定されたと認められる場合には，当該都市計画の決定は，同項第１４号，

第６号に違反し，違法となる（略）。 
 

 

（２）都市計画法の計画決定の処分性 

ア 問題の所在 

本件決定①に処分性が認められる場合，本件訴訟において本件決定①の違法性を主張

するためには，違法性の承継論を用いることになる。他方で，本件決定①に処分性が認め

られないのであれば，その違法性は本件訴訟において当然に主張できるかが問題となる。 
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イ 土地区画整理事業を内容とする都市計画決定の処分性 

  第２（３）及び別紙行政計画チャート参照。 

ウ 本問について 

土地区画整理事業を内容とする本件決定①の段階で処分性を認めることは現行法上困

難であるので，本件決定①の処分性を否定し，下記（３）の問題として処理することが望

ましい。処分性を肯定した場合は，下記（４）の違法性の承継論が問題となる。 

 

（３）違法な先行行為が処分でない場合の後行処分の違法性への影響 

先行行為に処分性が認められない場合，多くの裁判例は，後行処分の取消訴訟において，先

行行為の違法性を当然に主張することができるとする。しかし，本件決定①と本件決定②は

あくまで別個の行為であり，主体も異なるので，答案では本件決定①が本件決定②の前提と

なっているかなど，両行為の関係性9を論じることが期待される。 

 

 

 素材判例  東京地裁平成31年 2月 22日判決  

土地区画整理事業の事業計画決定には処分性があるが（前掲最高裁平成２０年９月１０日

大法廷判決参照），土地区画整理事業に関する都市計画決定の段階ではいまだ処分性はない

と解されるから，当該都市計画を前提とする後行の行政処分の取消訴訟において，先行する

都市計画の違法を争い得るものと解される。 

事業計画は土地区画整理事業に関する都市計画に適合して定めなければならないから（土

地区画整理法５４条，６条１０項），事業計画決定は，都市計画を前提とする後行の行政処分

に当たり，事業計画決定取消訴訟の中で，先行する都市計画の違法を争い得ると解される。 
 

 

（４）違法な先行行為が処分である場合（違法性の承継論）10 

ア 意義 

先行処分の出訴期間経過後に，後行処分の違法性を主張する場合に，当該後行処分の

前提とされた先行処分の違法性を主張することができるか，という問題。なお，先行処分

は当然，「処分」性・違法性が認められ，先行処分の出訴期間が経過していることが前提

となる。 

イ 肯否の基準 

・原則…違法性の承継は認められない。11 

∵後行処分の取消訴訟において先行処分の違法性を無制限に主張することができる

とすると，先行処分の公定力12が実質的に否定されることになる。 

・例外…違法性の承継を認める。 

 
9 平成２５年度本試験 
10 平成２８年度・令和元年度本試験 
11 平成２８年度本試験の出題趣旨では，「取消訴訟の排他的管轄と出訴期間制限の趣旨を重視すれば，違法性の

承継は否定されることになるという原則論を踏まえた上で」と記載されているので，違法性の承継は否定される

という原則論を明示すべきである。 
12 公定力とは「行政処分は，たとえ違法であっても，その違法が重大かつ明白で当該処分を当然無効ならしめる

ものと認むべき場合を除いては，適法に取り消されない限り完全にその効力を有する」という，行政処分特有の

効力(最判昭和 30 年 12 月 26 日(行政判例百選Ⅰ[第 7 版]67 事件)。行政行為に瑕疵があり違法であるとして争

う場合，行政事件訴訟法は，原則として，もっぱら取消訴訟のルートで争うべきとしている。これを取消訴訟の

排他的管轄といい，その結果，公定力が認められる。 
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①実体法的要件：先行処分と後行処分とが結合して一つの目的・効果の実現を目指

しているか。 

②手続法的要件：先行処分を争うための手続的保障が十分か（後行処分の段階まで

争訟を提起しないという判断が合理的か。）。 

 

 重要判例  最判平成21年 12月 17日(行政判例百選Ⅰ[第7版]84事件) 

……建築確認における接道要件充足の有無の判断と，安全認定における安全上の支障の有無

の判断は，異なる機関がそれぞれの権限に基づき行うこととされているが，もともとは一体的

に行われていたものであり，避難又は通行の安全の確保という同一の目的を達成するために行

われるものである。そして，前記のとおり，安全認定は，建築主に対し建築確認申請手続にお

ける一定の地位を与えるものであり，建築確認と結合して初めてその効果を発揮する……。 

他方，安全認定があっても，これを申請者以外の者に通知することは予定されておらず，

建築確認があるまでは工事が行われることもないから，周辺住民等これを争おうとする者が

その存在を速やかに知ることができるとは限らない（これに対し，建築確認については，工

事の施工者は，法８９条１項に従い建築確認があった旨の表示を工事現場にしなければなら

ない。）。そうすると，安全認定について，その適否を争うための手続的保障がこれを争おう

とする者に十分に与えられているというのは困難である。仮に周辺住民等が安全認定の存在

を知ったとしても， その者において，安全認定によって直ちに不利益を受けることはなく，

建築確認があった段階で初めて不利益が現実化すると考えて，その段階までは争訟の提起と

いう手段は執らないという判断をすることがあながち不合理であるともいえない。 

以上の事情を考慮すると，安全認定が行われた上で建築確認がされている場合，安全認定

が取り消されていなくても，建築確認の取消訴訟において，安全認定が違法であるために本

件条例４条１項所定の接道義務の違反があると主張することは許される（略）。 
 

ウ 本問について 

本件決定①に処分性を認めた場合，本件決定①の出訴期間が経過していることから，

（本件調査に続く）本件決定①の違法性を本件訴訟において主張できるか，違法性の承

継論が問題となる。本件決定①，本件決定②はともに，本件事業の実施という一つの目

的・効果の実現を目指しているから（都計法１２条１項１号，整理法６条１０項・同５２

条１項），実体法的要件は満たす。手続法的要件としては，本件決定①は告示（都計法２０

条１項）されているので，本件決定①の段階で取消訴訟の提起可能性はあったといえる

が，この段階でＤに特段の不利益等が生じていない以上，取消訴訟等を提起していなか

ったとしても，不合理とまではいえず，手続法的要件も満たすと考えられる。 

 

 

第５．設問３ 計画担保責任 

 

（１）問題の所在 

行政計画は，一度策定されたら二度と変更や中止が許されないわけではなく，時間の経過

や状況の変化（例えば政権交代等）によって，変更や中止が柔軟になされるべきであり，その

ような変更や中止の可能性を孕んでいる活動である。他方で，行政計画が策定されると，多く

の利害関係者がその計画を信頼して行動することになり，なかでも多額の資本を投資した者

は計画の変更や中止によって重大な損害を被ることになる。 
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そこで，柔軟な計画変更・中止の必要性と，計画を信頼した者の保護の調整が問題となる13。 

 

（２）計画担保責任 

ア 定義 

行政主体が決定した計画や施策が，後になって変更・中止されたことにより，特定人が

損害を受けたとき，行政主体が負う法的責任。 

イ 判例の考え方 

・原則…計画担保責任は否定される。 

∵行政計画はその性質上当然に変更や中止の可能性を孕んでおり，国民もそ

のことを計算して事業活動等の意思決定をしなければならない。 

・例外…計画担保責任を肯定する。 

∵具体的事実関係の下では信頼保護等の観点から救済すべき場合がある14。 

 

 重要判例  最判昭和56年 1月 27日(行政判例百選Ⅰ[第7版]25事件) 

地方公共団体の施策を住民の意思に基づいて行うべきものとするいわゆる住民自治の原

則は地方公共団体の組織及び運営に関する基本原則であり，また，地方公共団体のような行

政主体が一定内容の将来にわたつて継続すべき施策を決定した場合でも，右施策が社会情勢

の変動等に伴つて変更されることがあることはもとより当然であつて，地方公共団体は原則

として右決定に拘束されるものではない。しかし，右決定が，単に一定内容の継続的な施策

を定めるにとどまらず，特定の者に対して右施策に適合する特定内容の活動をすることを促

す個別的，具体的な勧告ないし勧誘を伴うものであり，かつ，その活動が相当長期にわたる

当該施策の継続を前提としてはじめてこれに投入する資金又は労力に相応する効果を生じ

うる性質のものである場合には，右特定の者は，右施策が右活動の基盤として維持されるも

のと信頼し，これを前提として右の活動ないしその準備活動に入るのが通常である。このよ

うな状況のもとでは，たとえ右勧告ないし勧誘に基づいてその者と当該地方公共団体との間

に右施策の維持を内容とする契約が締結されたものとは認められない場合であつても，右の

ように密接な交渉を持つに至つた当事者間の関係を規律すべき信義衡平の原則に照らし，そ

の施策の変更にあたつてはかかる信頼に対して法的保護が与えられなければならない（略）。

すなわち，右施策が変更されることにより，前記の勧告等に動機づけられて前記のような活

動に入つた者がその信頼に反して所期の活動を妨げられ，社会観念上看過することのできな

い程度の積極的損害を被る場合に，地方公共団体において右損害を補償するなどの代償的措

置を講ずることなく施策を変更することは，それがやむをえない客観的事情によるのでない

限り，当事者間に形成された信頼関係を不当に破壊するものとして違法性を帯び，地方公共

団体の不法行為責任を生ぜしめる（略）。 
 

（３）本問について 

本件では，上記最高裁判決に従い規範を立てて具体的に当てはめをすることが期待される。

上記最高裁判決を知らなくても，現場思考で考慮要素を設定し当てはめるなど，粘り強く論

じることが求められる。 

以 上  

 

 
13 なお，都計法に５７条の６には損失補償規定が置かれているが，本問では損失補償の問題は省略する。 
14 計画変更ではないが，行政行為の撤回につき信頼保護が問題となった事例として，平成２６年度本試験・同予

備試験。 
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2021 年 11月 14日 

担当：弁護士 山下大輔 



（別紙）                     ⾏政計画チャート                          
 
 

基礎調査    １  

(都計法 6 条)→都市計画決定(都計法 18 条)・・・開発行為許可制度(都計法 29 条)1，建築制限(都計法 53 条)etc... 

               完結型(ゾーニング型)2－ex.用途地域指定 

                             (都計法 8 条 1 項 1 号) 

                             －建築制限（建基法 48 条等）3 

                                                    ２                             ３  

                            都市計画施設の整備に          都道府県の認可4 

           非完結型(事業型)      関する事業(都計法 4 条          (都計法 59 条)                   土地収用 

             都市計画事業      6 項，同 11 条 1 項各号)5           | | (都計法 70 条 1 項)             (土地収用法 

             (都計法 4 条 15 項)                             事業認定(土地収用法 20 条)          35 条以下) 

                            市街地開発事業 (都計法 12 条 1 項)              

                                     ex.土地区画整理事業          都道府県の認可→事業計画決定6         換地処分 

                              (同 1 号)                (都計法 59 条)   (整理法 52 条 1 項)      (整理法 103 条) 

                                                                －形質変更等許可制度 

(整理法 76 条 1 項 4 号) 

 
1 開発許可に係る公共施設の管理者の同意につき，処分性を否定したものとして，最判平成 7 年 3 ⽉ 23 ⽇(⾏政判例百選Ⅱ[第 7 版]156 事件)。 
2 同じ完結型計画につき，昭和 57 年判決の射程が及ばず処分性を肯定する余地があるものとして，農振法上の計画(令和 2 年度本試験)。 
3 ⽤途地域指定を内容とする⾏政計画の処分性を否定するものとして，最判昭和 57 年 4 ⽉ 22 ⽇(同 153 事件)。なお，平成 27 年度予備試験。 
4 収⽤法 20 条の事業認定に代わって⾏われる認可につき，当然に処分性を認めた判例として，最⼤判平成 17 年 12 ⽉ 7 ⽇(同 165 事件)。収⽤法
20 条の事業認定とみなされる都市再開発法の再開発事業計画の決定につき処分性を認めた判例として，最⾼裁平成 4 年 11 ⽉ 6 ⽇判決。 
5 都市計画施設の整備に関する事業は，⼟地区画整理事業と同じ⾮完結型の都市計画事業を内容とする都市計画決定でありながら後続する⾏政作
⽤は異なる仕組みを採⽤している。しかし，最⼤判平成 20 年判決の射程が及び，処分性を肯定する余地がある(平成 24 年度本試験)。  
6 ⼟地区画整理事業の事業計画決定につき処分性を肯定したものとして，最⼤判平成 20 年 9 ⽉ 10 ⽇判決(同 152 事件)。 


